
論文 非線形累加則に基づく FRP シートによりせん断補強された人工ひび

割れを有する RC はりのせん断耐力予測手法 
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要旨：既設 RC 部材における統一的かつ合理的なせん断耐力予測手法の構築を目的として，非線形累加則に

基づくせん断耐力予測手法を提案した。健全な RC はり部材における 74 ケースの実験データに対して設計指

針類に採用されている予測式と非線形累加則に基づく予測式の算定精度を比較した結果，非線形累加則に基

づく予測式が検討したケースの中で最も高い算定精度を示した。FRP シートによりせん断補強された人工ひ

び割れを有する RC はりを対象とした静的載荷実験の結果，非線形累加則に基づく予測式により終局荷重の

みならず各耐荷機構における耐力の寄与分についても精度良く予測できる可能性を示した。 
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1．序論 
既設鉄筋コンクリート（RC）構造部材における統一的

かつ合理的なせん断耐力予測手法が求められている。既

設部材では経年劣化によるひび割れの存在に加え，補修

材や補強材の存在が耐力に及ぼす影響も同時に考慮する

必要がある。繊維強化プラスチック（FRP）シートにより

せん断補強されたはり部材に対する予測手法 1)，2)，3)や鉄

筋腐食ひび割れに代表される既存のひび割れを模擬した

人工ひび割れを有する部材に対する予測手法 4)は提案さ

れてきたものの，これらの影響を同時に考慮する統一的

かつ合理的な手法の構築には至っていない。 

一方，RC 部材のせん断耐荷機構はアーチ機構とビー

ム機構の重ね合わせにより表現できる 5)ことが知られて

いる。その力学的合理性により，この概念を適用するこ

とで理論的かつ合理的な耐力予測手法の構築が期待でき

る。これまでに著者は，FRP シートによりせん断補強さ

れたはり部材や人工ひび割れを有する部材に対するせん

断耐荷機構に立脚した耐力予測モデルを提案してきた 2)，

4)，6)。これらのモデルに基づき構築した新たな数理モデ

ル 7)により，RC 部材の荷重変位関係における構成材料の

寄与分を算定した結果，斜ひび割れ発生荷重はビーム機

構寄与分の第 1 ピーク値（𝑉𝑉𝑏𝑏𝑏𝑏）に相当することに加え，

終局荷重はコンクリートの圧縮力に起因するアーチ機構

寄与分（𝑉𝑉𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎）およびせん断補強筋の軸方向力に起因す

るアーチ機構寄与分（𝑉𝑉𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎），せん断補強筋のダウエル力

に起因するビーム機構寄与分（𝑉𝑉𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏）との和により表現

される可能性が高いことが示された。これらの関係（「非

線形累加則」と称する）により既設 RC 部材の終局耐力

の予測と構成材料の寄与を説明することができれば，統

一的かつ合理的なせん断耐力予測手法の構築に繋がる。 

本研究では，既設 RC 部材における統一的かつ合理的

なせん断耐力予測手法の構築を目的として，FRP シート

によりせん断補強された人工ひび割れを有する RC はり

を対象とした非線形累加則に基づくせん断耐力予測手法

を提案する。健全な RC はり（載荷時にひび割れの無い

状態の RC はり）を対象として非線形累加則の妥当性を

検証した後，FRP シートによりせん断補強された人工ひ

び割れを有する RC はりを対象とした非線形累加則に基

づくせん断耐力予測式を構築した。同時にこれらの RC

はりを対象とした静的載荷実験を行い，その結果から構

築した耐力予測式の適用性を確認した。 

 

2．非線形累加則に基づくせん断耐力予測式の妥当性 
2.1 アーチ機構とビーム機構の定義 
非線形累加則の根幹を成すせん断耐荷機構の定義につ

いて再掲する。アーチ機構およびビーム機構のせん断力

寄与分は，断面に作用するモーメントの一階微分に微分

連鎖則を適用することで導くことができる 5)。すなわち， 
𝑉𝑉(𝑥𝑥) = 𝑉𝑉𝑎𝑎(𝑥𝑥) + 𝑉𝑉𝑏𝑏(𝑥𝑥) (1)  

𝑉𝑉𝑎𝑎(𝑥𝑥) = 𝑇𝑇(𝑥𝑥)
d𝑦𝑦(𝑥𝑥)

d𝑥𝑥

 
(2)  

𝑉𝑉𝑏𝑏(𝑥𝑥) = 𝑦𝑦(𝑥𝑥)
d𝑇𝑇(𝑥𝑥)

d𝑥𝑥

 
(3)  

ここに，𝑉𝑉：作用せん断力，𝑉𝑉𝑎𝑎：アーチ機構の荷重寄与

分，𝑉𝑉𝑏𝑏：ビーム機構の荷重寄与分，𝑇𝑇：主鉄筋に作用する

軸方向引張力，𝑦𝑦：応力中心間距離，𝑥𝑥：部材軸方向座標

である。 

式(2)および式(3)は，図ー1 に示す微小要素に作用する

力の平衡状態からも導出することが可能であり，平面保

持の仮定が適用できない場合においても成立する。 

2.2 非線形累加則に基づくせん断耐力予測式 
本節では，非線形累加則に基づく健全な RC はりの終

局せん断耐力予測式の導出過程について記す。以降は 4

点曲げ載荷の状態にある RC 部材を対象とする。 
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図ー２(a)に示す鉛直応力非卓越領域（B 領域）におけ

る全体系の自由体から式(3)に基づくビーム機構の寄与

分のみを考慮することで図ー２(b)に示す斜めひび割れ

で分割された局所系の自由体を得る。終局時の自由体に

おける力の平衡状態より以下の式が導かれる。 
𝑉𝑉𝑏𝑏 = 𝑉𝑉𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏  (4)  

𝑉𝑉𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏 = 𝑦𝑦𝑢𝑢
𝐿𝐿𝐵𝐵

𝑛𝑛𝑤𝑤𝐹𝐹𝑑𝑑𝑑𝑑ℎ𝑓𝑓

 
(5)  

𝐹𝐹𝑑𝑑𝑑𝑑ℎ𝑓𝑓 = 0.2𝐷𝐷2𝑓𝑓𝑦𝑦𝑦𝑦𝜔𝜔̅ sin𝜑𝜑���� cos 𝜑𝜑����
 

(6)  

𝜔𝜔̅ = �1 + 𝑓𝑓𝑐𝑐
0.03𝑓𝑓𝑦𝑦𝑦𝑦 sin2 𝜑𝜑����

− 1 (7)  

ここに，𝑉𝑉𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏：終局時におけるせん断補強筋のダウエ

ル力に起因するビーム機構寄与分，𝑦𝑦𝑢𝑢：応力中心間距離，

𝐿𝐿𝐵𝐵：B 領域のはり軸方向長，𝑛𝑛𝑤𝑤：B 領域内に存在するせ

ん断補強筋の本数，𝐹𝐹𝑑𝑑𝑑𝑑ℎ𝑓𝑓：終局時においてせん断補強筋

に作用するダウエル力の水平方向分力，𝐷𝐷：せん断補強

筋の直径，𝑓𝑓𝑦𝑦𝑦𝑦：せん断補強筋の降伏強度，𝜑𝜑����：見かけの

主応力角，𝑓𝑓𝑐𝑐：コンクリートの圧縮強度である。 
𝑉𝑉𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏については，斜めひび割れが十分に開口した状態

を考慮し 7)，コンクリートに作用する引張応力およびせ

ん断応力の影響を無視できる状態を仮定して導いている。

𝐹𝐹𝑑𝑑𝑑𝑑ℎ𝑓𝑓は Dulacska8)により導かれたひび割れ面に対し斜め

に配筋されたせん断補強筋に作用するダウエル力に関す

る理論式に基づき表したものである。 

𝜑𝜑����は以下の式で与えられる。 

𝜑𝜑���� = tan−1 �
2ℒ(𝐿𝐿𝐵𝐵 2⁄ ,ℎ)

𝐿𝐿𝐵𝐵
� (8)  

ここに，ℒ：ひび割れの経路を表す関数 9)である。 

全体系の自由体（図ー２(a)）から式(2)に基づくアーチ

機構の寄与分のみを考慮することで図ー２(c)に示す斜

めひび割れで分割された局所系の自由体を得る。終局時

の自由体における力の平衡状態より以下の式が導かれる。 
𝑉𝑉𝑎𝑎 = 𝑉𝑉𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎�𝑉𝑉𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏� + 𝑉𝑉𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎  (9)  

𝑉𝑉𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎�𝑉𝑉𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏� =
𝐶𝐶𝑓𝑓𝑦𝑦𝑢𝑢 − 𝑉𝑉𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏 𝑑𝑑 2⁄

𝐿𝐿𝐵𝐵 + 𝑑𝑑 2⁄

 
(10)  

𝑉𝑉𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 =
𝑛𝑛𝑤𝑤𝑓𝑓𝑦𝑦𝑦𝑦𝐴𝐴𝑤𝑤Σi𝑠𝑠i

𝐿𝐿𝐵𝐵 + 𝑑𝑑 2⁄

 
(11)  

ここに，𝑉𝑉𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎：終局時におけるコンクリートの圧縮力

に起因するアーチ機構寄与分，𝑉𝑉𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎：終局時におけるせ

ん断補強筋の軸方向力に起因するアーチ機構寄与分，

𝐶𝐶𝑓𝑓：コンクリートに作用する圧縮合力の最大値，𝑑𝑑：有効

高さ，𝐴𝐴𝑤𝑤：せん断補強筋の断面積，𝑠𝑠i：i番目のせん断補

強筋位置から B 領域端部までの距離である。 

せん断補強筋の配筋間隔を一定と見なし得る場合には

以下の式が適用できる。 

Σi𝑠𝑠i = 𝑛𝑛𝑤𝑤(𝑛𝑛𝑤𝑤 − 1)𝑠𝑠AVG
2  (12)  

ここに，𝑠𝑠AVG：せん断補強筋の平均配筋間隔である。 

式(1)より，非線形累加則に基づく健全な RC はりの終

局せん断耐力は以下のように表すことができる。 
𝑉𝑉𝑓𝑓 = 𝑉𝑉𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎�𝑉𝑉𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏� + 𝑉𝑉𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 + 𝑉𝑉𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏  (13)  

ここに，𝑉𝑉𝑓𝑓：終局せん断耐力である。 

式(13)に示した関係は耐荷機構の定義に基づく考察か

ら得られたものであり，数理モデルによる荷重変位関係

の計算結果からもこの関係が成立することが確認されて

いる 7)。式(13)は部材の構成材料における耐力への寄与分

は必ずしも各々が独立しているとは限らないことを示し

ている。このことから，本研究では式(13)の関係を「非線

形累加則」と称している。非線形累加則を適用すること

により，部材の限界状態に対応する耐力を陽な形で表現

することが可能となる。 
以上に示した𝑉𝑉𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎，𝑉𝑉𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎，𝑉𝑉𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏については，健全な RC

はり部材を対象としたものであるが，後述の通り同様の

手法を用いて非線形累加則を適用することにより，既存

のひび割れや補修材および補強材を有する部材における

𝑉𝑉𝑓𝑓を導くことも可能である。 

2.3 非線形累加則の妥当性確認 
非線形累加則の妥当性を確認するために，土木研究所資

料 10)に記載されているせん断補強筋を有する健全な RC は

 
図ー1 せん断耐荷機構における微小要素の状態 

 

 
図ー2 斜めひび割れ発生後における耐荷機構の自由体7) 
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り部材の実験値を対象として式(13)と既存の設計指針類

に記されている予測式による𝑉𝑉𝑓𝑓の算定精度をそれぞれ

比較した。算定対象としたデータは，せん断スパン（𝑎𝑎）
が 500～2700 mm，𝑑𝑑が 183～925 mm，𝑎𝑎 𝑑𝑑⁄ が 2.3～4.9，主

鉄筋比が 1.05～5.02%，せん断補強筋比が 0.06～0.61%，

𝑓𝑓𝑦𝑦𝑦𝑦が 237.2～1403.0 MPa，𝑓𝑓𝑐𝑐が 15.7～49.4 MPa の範囲に

存在する 74 ケースである。 

比較対象とした予測式には，AASHTO，ACI，土木学会

にて採用されているものを選んだ。AASHTO LRFD 

Bridge Design Specifications11)に採用されている簡易化さ

れた修正圧縮場理論（MCFT）に基づくせん断耐力

（𝑉𝑉𝑛𝑛MCFT），ACI-318-1912)に採用されているせん断耐力

（𝑉𝑉𝑛𝑛ACI），土木学会コンクリート標準示方書 13)に採用さ

れている棒部材の設計せん断耐力予測式に基づく𝑉𝑉𝑓𝑓

（𝑉𝑉𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓），非線形累加則に基づく𝑉𝑉𝑓𝑓（𝑉𝑉𝑓𝑓cal）についてそれ

ぞれ安全係数は考慮せずに算定した。 

図ー3 に算定結果を示す。縦軸は実験値に対する算定

値の比率を表している。いずれのケースにおいても平均

値（AVG.）が 80%～100%の範囲に存在していることか

ら同程度の確度を有するものと考えられる。𝑉𝑉𝑛𝑛MCFT，

𝑉𝑉𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓，𝑉𝑉𝑛𝑛ACIについては，変動係数（C.V.）が 17%～19%

の範囲に存在していることから同程度の精度を有するも

のと考えられる。一方，𝑉𝑉𝑓𝑓calについてはその値が 13%程

度と最も小さい値を示しており，検討したケースの中で

最も高い予測精度を有することが確認できる。この結果

から非線形累加則に基づく耐力算定手法の妥当性は高い

ものと判断し，非線形累加則に基づく既設 RC はりのせ

ん断耐力予測式の構築を進めることとした。 

 

3．FRP シートによりせん断補強された人工ひび割れを

有する RC はりのせん断耐力予測式 
本章では，既設 RC 部材の一例として FRP シートによ

りせん断補強された人工ひび割れを有する RC はりを対

象とした非線形累加則に基づくせん断耐力予測式の構築

手法について記す。 

図ー4 に示すように FRP シートは RC はりの両側面の

みに貼付された状態であり，人工ひび割れはせん断補強

筋に沿う位置に存在する状態を想定した。 

FRP シートに作用するダウエル力はせん断補強筋のダ

ウエル力と比較して十分小さいものと考えられる。この

仮定から図ー４(a)に示す斜めひび割れで分割されたビ

ーム機構における局所系の自由体を考慮することで，終

局時には 2．と同様に式(4)～式(7)の形式が導かれる。載

荷によるひび割れ経路については，載荷点もしくは支点

から人工ひび割れ端部を結ぶ直線を仮定した。𝜑𝜑����につい

ては，載荷によるひび割れ経路と部材軸との成す角度を

載荷点側および支点側で平均化した値とした。人工ひび

割れの無い健全な部材については，式(8)を用いることで

𝑉𝑉𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏を算定することができる。 

図ー４(b)に示す斜めひび割れで分割されたアーチ機

構における局所系の自由体を考慮することにより，終局

時の𝑉𝑉𝑎𝑎に関する以下の式が導かれる。 
𝑉𝑉𝑎𝑎 = 𝑉𝑉𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎�𝑉𝑉𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏� + 𝑉𝑉𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 + 𝑉𝑉𝑎𝑎FRP𝑓𝑓  (14)  

𝑉𝑉𝑎𝑎FRP𝑓𝑓 =
𝐹𝐹𝑓𝑓Σi𝑠𝑠𝐹𝐹i

𝐿𝐿𝐵𝐵 + 𝑑𝑑 2⁄

 
(15)  

ここに，𝑉𝑉𝑎𝑎FRP𝑓𝑓：終局時における FRP シートの軸方向

力に起因するアーチ機構寄与分，𝐹𝐹𝑓𝑓：終局時において 1

組の FRP シートに作用する力，𝑠𝑠𝐹𝐹i：i番目の FRP シート

位置から B 領域端部までの距離である。 
𝑉𝑉𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎および𝑉𝑉𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎については 2．と同様に式(10)および式

(11)の形式が導かれる。𝐹𝐹𝑓𝑓については，付着の基礎微分方

 
図ー3 健全な部材に対する算定精度の比較 

 

 
図ー4 FRPシートおよび人工ひび割れを有するはりに

おける各耐荷機構の自由体 
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程式より以下のように導かれる 2)。 

𝐹𝐹𝑓𝑓 =
𝑢𝑢𝑓𝑓𝑏𝑏𝐹𝐹 𝑡𝑡𝐹𝐹 𝐸𝐸𝐹𝐹 𝑘𝑘(cosh(𝑘𝑘𝑙𝑙𝑒𝑒) − 1)

sinh(𝑘𝑘𝑙𝑙𝑒𝑒)  (16)  

𝑘𝑘 = �
𝜏𝜏𝑓𝑓

𝑡𝑡𝐹𝐹 𝐸𝐸𝐹𝐹 𝑢𝑢𝑓𝑓

 
(17)  

ここに，𝑢𝑢𝑓𝑓：付着剝離時におけるシートの変位，𝑏𝑏𝐹𝐹：

1 組の FRP シートにおける幅，𝑡𝑡𝐹𝐹：シート厚，𝐸𝐸𝐹𝐹：シー

トの弾性係数，𝑘𝑘：付着パラメータ， 𝑙𝑙𝑒𝑒：有効付着長，𝜏𝜏𝑓𝑓：

付着剥離時においてシートに作用するせん断応力である。 

シートの付着剥離挙動は主に接着樹脂の物性に依存す

ることから，一般的な接着方法によりシートが貼付され

ることを想定し，既往の研究1)において適用されている

𝜏𝜏𝑓𝑓 =7.5 MPa，𝑢𝑢𝑓𝑓 =0.2 mmの値を用いることとした。コン

クリートの圧縮強度（𝑓𝑓𝑐𝑐）による影響は𝑓𝑓𝑐𝑐
0.19に比例する

式で与えられており14)，普通強度のコンクリートを対象

とする場合にはその影響は無視できるほど小さいと考え

られる。従って，より簡便な形で予測式を提案する観点

から，𝑡𝑡𝐹𝐹および𝐸𝐸𝐹𝐹にのみ依存する形で提案されている以

下の式15)を適用した。 

𝑙𝑙𝑒𝑒 = 1.89(𝑡𝑡𝐹𝐹 𝐸𝐸𝐹𝐹 )0.4 (18)  

載荷によるひび割れ経路とはり上下縁までの距離と比

較して𝑙𝑙𝑒𝑒が小さい場合には，その距離を𝑙𝑙𝑒𝑒として与えた。 

FRP シートの配置間隔を一定と見なし得る場合には以

下の式が適用できる。 

Σi𝑠𝑠𝐹𝐹i = 𝑛𝑛FRP(𝑛𝑛FRP − 1)𝑠𝑠𝐹𝐹AVG
2  (19)  

ここに，𝑛𝑛FRP：B 領域内における FRP シートの配置数，

𝑠𝑠𝐹𝐹AVG：FRP シートの平均配置間隔である。 

式(1)より，非線形累加則に基づく FRP シートによりせ

ん断補強された人工ひび割れを有する RC はりの終局せ

ん断耐力は以下のように表すことができる。 
𝑉𝑉𝑓𝑓 = 𝑉𝑉𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎�𝑉𝑉𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏� + 𝑉𝑉𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 + 𝑉𝑉𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏 + 𝑉𝑉𝑎𝑎FRP𝑓𝑓  (20)  

 

4．FRP シートによりせん断補強された人工ひび割れを

有する RC はりの静的載荷実験 
4.1 実験概要 

式(20)の適用性を確認するために，FRP シートにより

せん断補強された人工ひび割れを有する RC はりを対象

とした静的載荷実験を行った。図ー5 に試験体の形状お

よび寸法を示し，表ー1 に試験体の諸元を示す。式(20)に

よる各耐荷機構の耐力に対する予測の可否を確認するた

めに，ビーム機構の崩壊後にアーチ機構が卓越するせん

断スパン比（𝑎𝑎/𝑑𝑑）が 1.8 のショートビームを対象とした。

FRP シートとせん断補強筋に沿う人工ひび割れの有無を

実験変数とした 4 ケースを対象としており，全ての試験

体の寸法と形状は同一である。 

全ての試験体においてせん断破壊が確実に先行するよ

う，式(20)に基づき FRP シートによる補強量を定めた。

はりの両側面のみに 30 mm 幅の中弾性 FRP シートを 1

層貼付することでせん断補強した。弾性係数は 417800 

MPa，厚さは 0.16 mm，繊維目付は 305 g/m2に相当する

シートを用いて補強を行った。シートの貼付には，コン

クリートに対する接着強度が 4.3 MPa 以上である樹脂を

用いた。 

人工ひび割れはせん断補強筋に沿う平滑面を設けるよ

うに導入した。せん断補強筋の中心に人工ひび割れ面が

位置するよう，厚さが 0.13 mm のアルミニウム製テープ

をせん断補強筋の両面から貼り合わせることではりの側

面方向に貫通する厚さが 0.26 mm の平滑面を設けた。は

りの側面を打設面とし，テープを 10 mm 以上露出させた

状態で型枠に添え木により固定することで人工ひび割れ

面をはりの側面方向に完全に貫通させた。テープを貼付

した状態で打設を行い，コンクリートの硬化後もテープ

は試験体中に存在する状態で実験に供した。 

 
図ー5 代表的な試験体の形状および寸法 

 
表ー1 試験体の諸元 

Name fc fy fwy FRPシート 人工ひび割れ 
RN-N 18.3 

559 312 
無 無 

RN-F 24.7 有 無 
RS-N 20.9 無 有 
RS-F 25.2 有 有 

fc：コンクリートの圧縮強度（MPa），fy：引張主鉄筋の降伏強度（MPa），
fwy：せん断補強筋の降伏強度（MPa） 
 

 
図ー6 実験終了時のひび割れ分布図 
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はり軸方向に 50 mm，厚さが 20 mm の載荷板を支点と

載荷点に設けた状態で 4 点曲げ載荷を実施した。載荷速

度は 1 kN / sec 以下に保持した。 

4.2 実験結果 
図ー6に実験終了時のひび割れ分布図を示し，図ー7 に

各耐荷機構における荷重変位関係の推移を示す。荷重変

位関係における𝑉𝑉𝑎𝑎および𝑉𝑉𝑏𝑏の推移は主鉄筋のひずみから

微分法 6)を用いて算定したものである。𝑉𝑉𝑎𝑎𝑎𝑎および𝑉𝑉𝑎𝑎FRPに

ついては，せん断補強筋および FRP シートのひずみを B

領域内で平均化した値に弾性係数と断面積を乗じること

で算定したものである。RS-N および RS-F では，𝑉𝑉𝑏𝑏が相

対的に小さな値で推移したため，2𝑉𝑉 が 60 kN，変位が 5 

mm までの範囲の拡大図を図ー7(c)および(d)に併記して

いる。RS-F では，𝑉𝑉 = 𝑉𝑉𝑏𝑏𝑏𝑏以降の状態において鉄筋のひ

ずみから算定された𝑉𝑉𝑎𝑎および𝑉𝑉𝑏𝑏の推移が振動する傾向

を示したため以降の算定値については表示していない。 

全てのケースにおいて，終局時には𝑉𝑉𝑎𝑎が卓越する傾向

を示した。RN-N および RN-F では，2𝑉𝑉 が約 100 kN に到

達した時に斜めひび割れを生じ，圧縮側のコンクリート

における圧壊を伴う典型的なせん断圧縮破壊を呈した。

いずれのケースにおいても𝑉𝑉𝑏𝑏の第 1 ピーク値（𝑉𝑉𝑏𝑏𝑏𝑏）と斜

めひび割れ発生荷重は対応していることを確認した。

RN-N では，2𝑉𝑉 が 360.9 kN で終局を迎えたのに対し，RN-

F では，2𝑉𝑉 が 400.0 kN に到達した際に FRP シートの剥

離を伴う急激な荷重低下を生じた。一方，RS-N および

RS-F では，人工ひび割れの存在により RN-N および RN-
F と比較して剛性と 2𝑉𝑉𝑓𝑓が極端に小さくなる結果を示し

た。いずれのケースにおいても 2𝑉𝑉 が約 20 kN の時点で

人工ひび割れ先端間を結ぶウィングクラック様のひび割

れが発生した。このことから，人工ひび割れを有するケ

ースにおいても𝑉𝑉𝑏𝑏𝑏𝑏と終局荷重に支配的な影響を及ぼす

ウィングクラック様のひび割れ発生荷重は対応している

ものと考えられる。RS-N では，このひび割れの進展に伴

い 2𝑉𝑉 が 220.0 kN で終局を迎えたのに対し，RS-F では，

上下縁における FRP シートの剥離が進行し，最終的には

支点部付近におけるシートの剥離により 2𝑉𝑉 が 224.7 kN

で終局を迎えた。本研究で対象としたはりの側面にのみ

に FRP シートを貼付した試験体においては，その主な補

強効果は付着応力の付与に伴うせん断力の増加への寄与

である。巻き立て補強を実施した場合には，せん断変形

への拘束効果等による補強効果も期待できるものと考え

られる。なお，終局時には全てのケースにおいて斜めひ

び割れと交差するせん断補強筋の降伏を確認している。

実験終了時には定着部おけるひび割れを観測したケース

が存在するものの，終局時には定着部に貫通するもので

ないことからも非線形累加則に基づく𝑉𝑉𝑓𝑓の評価対象と

しての妥当性に影響を及ぼすものではないと考えられる。 

5．FRP シートによりせん断補強された人工ひび割れを

有する RC はりのせん断耐力予測式の妥当性 
表ー2 に各耐荷機構における耐力の実験値と算定値を

示し，図ー8 にそのプロットを示す。𝑉𝑉𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏の実験値を算

定することは困難であるため，𝑉𝑉𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎の実験値については

𝑉𝑉𝑎𝑎𝑎𝑎の実験値から𝑉𝑉𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎および𝑉𝑉𝑎𝑎FRP𝑓𝑓の実験値と𝑉𝑉𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏の算

定値をそれぞれ差し引くことで推定した。𝑉𝑉𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎について

は，実験値に対する算定値の比率が 57%～75%の範囲に

 
図ー7 各耐荷機構における荷重変位関係の推移 

 
表ー2 各耐荷機構における耐力の実験値と算定値(*) 

Name 2Vbf
** 2Vacf 2Vasf 2VaFRPf 2Vf 

RN-N 113/129 288/308 21/37 − 324/361 
RN-F 138/136 388/336 24/32 10/10 443/400 
RS-N 22/10 118/147 22/37 − 175/220 
RS-F 25/19 144/143 22/37 5/6 210/225 

* 全荷重（2V）の算定値 / 実験値（2Vcal / 2Vexp）をkNの単位で表示 
** Vbf：Vbの第 1 ピーク値 
 

 
図ー8 各耐荷機構における耐力の実験値と算定値の比較 
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存在しており，変動係数については 11.5%であった。一

方で，𝑉𝑉𝑏𝑏𝑏𝑏，𝑉𝑉𝑎𝑎FRP𝑓𝑓，𝑉𝑉𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎および𝑉𝑉𝑓𝑓については，実験値に

対する算定値の比率が概ね 80%～120%の範囲に存在し

ており，𝑉𝑉𝑓𝑓に影響を及ぼす𝑉𝑉𝑎𝑎FRP𝑓𝑓，𝑉𝑉𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎および𝑉𝑉𝑓𝑓におけ

る変動係数についてはそれぞれ，9.1%，13.0%および

12.1%であった。 
𝑉𝑉𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎については過小評価する場合があるものの，その

変動係数は相対的に小さいことに加え，𝑉𝑉𝑎𝑎FRP𝑓𝑓，𝑉𝑉𝑓𝑓およ

び𝑉𝑉𝑓𝑓に大きな影響を及ぼす𝑉𝑉𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎については精度および確

度も高いことから，非線形累加則に基づく予測式により

終局荷重のみならず各耐荷機構における耐力の寄与分に

ついても精度良く予測できる可能性を示した。𝑉𝑉𝑓𝑓につい

ては，図ー3 に示した結果と同程度の精度であることか

ら，非線形累加則に基づけば劣化した部材や補修された

部材に対しても，健全な部材と同様の一貫した手法によ

りその耐力を予測できる可能性が高い。 

以上に示すような非線形累加則の適用により，RC は

りに代表される棒部材のみならず，RC 床版に代表され

る面部材に対する統一的かつ合理的なせん断耐力予測手

法の構築にも繋がるものと考えられる。 

 

6．結論 
本研究により得られた結論を以下に記す。 

1) 健全な RC はり部材を対象として非線形累加則に基

づくせん断耐力予測式を陽な形で表した。せん断ス

パンが 500～2700 mm，有効高さが 183～925 mm，せ

ん断スパン比が 2.3～4.9，主鉄筋比が 1.05～5.02%，

せん断補強筋比が 0.06～0.61%，せん断補強筋の降伏

強度が 237.2～1403.0 MPa，コンクリートの圧縮強度

が 15.7～49.4 MPa の範囲に存在する 74 ケースの実験

データに対して AASHTO，ACI，土木学会にて採用され

ている予測式と非線形累加則に基づく予測式の算定

精度を比較した結果，非線形累加則に基づく予測式

が検討したケースの中で最も高い算定精度を示した。 

2) FRP シートによりせん断補強された人工ひび割れを

有する RC はりを対象として非線形累加則に基づく

せん断耐力予測式を陽な形で表した。FRP シートお

よび人工ひび割れを有する RC はり部材を対象とし

た静的載荷実験の結果，非線形累加則に基づく予測

式により終局荷重のみならず各耐荷機構における耐

力の寄与分についても精度良く予測できる可能性を

示した。 
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